
第４号議案 

 

 

博物館再登録等について 

 

 

　博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）第 11 条の規定による博物館の再登録及び博物

館法施行規則の一部を改正する省令（令和５年文部科学省令第２号）附則第２条第４項

の規定による博物館に相当する施設の確認について、次のとおり提案します。 

 

 

令和７年３月 14 日 

 

 

広島県教育委員会教育長　篠　田　智　志 

 

 

１　提案の要旨 

　　海の見える杜美術館、呉市立美術館及び公益財団法人ウッドワン美術館を広島県教

育委員会の博物館登録原簿に再登録するとともに、アートギャラリーミヤウチが博

物館法改正後の博物館に相当する施設の要件を備えていることについて確認する。 

 

２　提案の理由 

　　令和５年４月１日に博物館法の一部を改正する法律（令和４年法律第 24 号）が施

行され、博物館登録制度（登録要件及び審査手続等）の見直しが行われた。 

これに伴い、法改正前に既に登録されている博物館が引き続き登録を受けようとす

る場合は、令和 10 年３月 31 日までに、法改正後の登録要件の審査を受ける必要があ

り、また法改正前に既に指定されている博物館に相当する施設については、法改正後

の指定要件の確認を受けるよう努める必要があるため。 

 



３　再登録（確認）事項 

　⑴　博物館 

　⑵　博物館に相当する施設 

 

４　再登録（確認）理由 

申請のあった４館について、書面審査及び実地調査を行った結果、博物館法、博物

館法施行規則（昭和 30 年文部省令第 24 号）及び博物館登録等に関する要綱（令和５

年４月１日施行）に定める要件を備えていると認められるため。 

 

５　再登録（確認）年月日 

　　令和７年　月　日（議決の日） 

 

 

設置者の名称及び住所 博物館の名称及び所在地 登録番号

 
宗教法人平等大慧会 

広島市東区牛田東一丁目４番 17 号 

海の見える杜美術館 

廿日市市大野亀ヶ岡 10700 番地
第 10 号

 
呉市 

呉市中央四丁目１番６号

呉市立美術館 

呉市幸町４番９号入船山公園内
第 11 号

 
公益財団法人ウッドワン美術館 

廿日市市吉和字熊崎竹ノ鼻 4300 番地

公益財団法人ウッドワン美術館 

廿日市市吉和 4278 番地
第 20 号

 

設置者の名称及び住所 施設の名称及び所在地

 
公益財団法人みやうち芸術文化振興財団 

廿日市市宮内 4347 番地２

アートギャラリーミヤウチ 

廿日市市宮内 4347 番地２



６　根拠規定 

⑴　博物館法 
（登録） 

第 11 条　博物館を設置しようとする者は、当該博物館について、当該博物館の所在する都道
府県の教育委員会（略）の登録を受けるものとする。 
（登録要件の審査） 

第 13 条　都道府県の教育委員会は、登録の申請に係る博物館が次の各号のいずれにも該当す
ると認めるときは、当該博物館の登録をしなければならない。 
一　当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又はロに掲げる法人のいずれかに該当すること。 
イ　地方公共団体又は地方独立行政法人 
ロ　次に掲げる要件のいずれにも該当する法人（略） 
（１）－（３） （略） 

二－六　（略） 
２　（略） 
３　都道府県の教育委員会は、登録を行うときは、あらかじめ、博物館に関し学識経験を有す

る者の意見を聴かなければならない。 

（登録の実施等） 
第 14 条　登録は、都道府県の教育委員会が、次に掲げる事項を博物館登録原簿に記載してす

るものとする。 
一　第 12 条第１項第１号及び第２号に掲げる事項 
二　登録の年月日 

２　都道府県の教育委員会は、登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録の申請をした
者に通知するとともに、前項各号に掲げる事項をインターネットの利用その他の方法により
公表しなければならない。 

第 31 条　次の各号に掲げる者は、文部科学省令で定めるところにより、博物館の事業に類す
る事業を行う施設であつて当該各号に定めるものを、博物館に相当する施設として指定する
ことができる。 
一　（略） 
二　都道府県の教育委員会　国及び独立行政法人以外の者が設置するもののうち、当該都道

府県の区域内に所在するもの（略） 
三　（略） 

２　（略） 
３　第１項の規定による指定をした者は、当該指定をしたとき又は前項の規定による指定の取

消しをしたときは、その旨をインターネットの利用その他の方法により公表しなければなら
ない。 

４－６　（略） 

附　則（令和４年法律第 24 号） 
（経過措置） 

第２条　（略） 
２・３　（略） 
４　この法律の施行の際現に旧博物館法第 10 条の登録を受けている又は施行日以後に前項の

規定によりなお従前の例によることとされる同条の登録を受ける博物館は、施行日から起算
して５年を経過する日までの間は、新博物館法第 11 条の登録を受けたものとみなす。
（略） 

５　（略） 
６　この法律の施行の際現に旧博物館法第 29 条の指定を受けている施設は、新博物館法第 31

条第１項の指定を受けたものとみなす。 

⑵　博物館法施行規則 
附　則（令和５年文部科学省令第２号） 
（経過措置） 

第２条　博物館法の一部を改正する法律（令和４年法律第 24 号。以下この項において「改正
法」という。）附則第２条第６項の規定により、改正法による改正前の博物館法第 29 条の
指定を受けている施設で、改正法による改正後の博物館法第 31 条第１項の指定を受けてい
るものとみなされるもの（文部科学大臣又は都道府県若しくは指定都市の教育委員会が、こ
の省令による改正後の博物館法施行規則（以下この条において「新規則」という。）第 24
条第１項の要件を備えていると認めるものを除く。以下この条において「みなし指定施設」
という。）についての新規則第 25 条の規定の適用については、同条中「前条第１項」とあ
るのは、「前条第１項（令和 10 年３月 31 日までの間は、博物館法施行規則の一部を改正す
る省令（令和５年文部科学省令第２号）による改正前の博物館法施行規則（次条において
「旧規則」という。）第 20 条）」とする。 

２・３　（略） 
４　みなし指定施設は、令和 10 年３月 31 日までに、新規則第 24 条第１項の要件を備えてい

る旨の文部科学大臣又は都道府県若しくは指定都市の教育委員会の確認を受けるよう努めな
ければならない。



博物館登録審査表（海の見える杜美術館） 
 

登録の審査 
 

博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）

審査の方法 
 

書面審査を実施するとともに、学識経験者（広島県立歴史博物館
学芸課長（学芸員資格有））及び生涯学習課職員が実地調査を行
い、現地で確認

適否

 第 13 条　都道府県の教育委員会は、登録の申請に係る博物館が次の各号のいずれにも該当
すると認めるときは、当該博物館の登録をしなければならない。 
一　当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又はロに掲げる法人のいずれかに該当する
こと。 
イ　地方公共団体又は地方独立行政法人 
ロ　次に掲げる要件のいずれにも該当する法人（略）

 
 
 
 
 
設置者の法人登記事項証明書

適  ⑴　博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること。 設置者が民事再生法による再生手続又は会社更生法による更生手続開
始の決定を受けていないことを宣誓する書類

 ⑵　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が博物館を運営するために必要な
知識又は経験を有すること。

博物館の運営を担当する役員の経歴を示す書類 

 ⑶　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が社会的信望を有すること。 設置者が、自ら反社会的勢力に該当せず、及び反社会的勢力との関係が
ないこと等を宣誓する書類 
設置者が税金を滞納していないことを宣誓する書類

 二　当該申請に係る博物館の設置者が、第 19 条第１項の規定により登録を取り消され、
その取消しの日から２年を経過しない者でないこと。

これまで博物館の登録の取消しは行われていない。
適

 三　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制が、
第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委員会
の定める基準（広島県教育委員会においては博物館登録等に関する要綱（令和５年４
月１日施行）の１に定める基準をいう。以下同じ。）に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(1)  博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制

適

 ア　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究の実施に
関する基本的運営方針を策定し当該方針を公表するとともに、当該方針に基づき、
相当の公益性をもって博物館を運営する体制を整備していること。

基本的運営方針を示した書類及び
当該方針の公表方法が分かる書類

・収蔵資料 
日本画(約 950)、浮世絵(約

2,400)、物語絵（約 50）、書跡（約
60）、中国版画(約 3,000)、香水瓶
(約 1,000)、その他(40)の合計約
7,500 点である。 
・展示内容 
常設展及び企画展（令和５年計

２回、令和６年計４回）を開催して
いる。 
・調査研究 
研究発表、講演会開催等の実績

がある。 
・学習機会 
夏休みワークショップ等を開催

している。 
・職員研修 
他団体主催研修等への職員参加

の実績がある。

 イ　アの基本的運営方針に基づく博物館資料の収集及び管理の方針を定め、当該方
針に基づき、博物館資料を体系的に収集する体制を整備していること。

博物館資料の収集及び管理の方針
を示した書類

 ウ　イに規定する博物館資料の収集及び管理の方針に基づき、所蔵する博物館資料
の目録を作成し、当該博物館資料を適切に管理し、及び活用する体制を整備して
いること。

博物館資料の目録 
蔵書の目録

 エ　一般公衆に対して、所蔵する博物館資料の展示を行い、又は特定の主題に基づ
き、所蔵する博物館資料若しくは借用した博物館資料による展示を行う体制を整
備していること。 

オ　単独で又は他の博物館若しくは法第３条第１項第 12 号に掲げる学術若しくは
文化に関する諸施設と共同で、博物館資料に関する調査研究を行い、その成果を
活用する体制を整備していること。 

カ　博物館資料を用いた学習機会の提供、利用者に対する博物館資料の説明その他
の教育活動を行う体制を整備していること。

展示、調査研究、学習機会の提供等
に関する申請年度の事業計画及び
前年度の実績を示す書類 
博物館の事業に関する申請年度の
収支計画及び前年度の実績を示す
書類

 キ　法第７条に規定する研修その他の研修に職員が参加する機会が確保されている
こと。

職員への研修に関する申請年度の
実施計画及び前年度の実績
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登録の審査 

 
博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）

審査の方法 
 

書面審査を実施するとともに、学識経験者（広島県立歴史博物館
学芸課長（学芸員資格有））及び生涯学習課職員が実地調査を行
い、現地で確認

適否

 四　学芸員その他の職員の配置が、第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要な
ものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(2)　学芸員その他の職員の配置

適

    　 ア　(1)アの基本的運営方針に基づいて博物館の管理運営を行うことができる館長
が置かれていること。

館長の氏名、職務内容及び経歴を
示す書類

・組織体制 
館長１人 
学芸員６人 
事務職員等２人

 　　　イ　学芸員が置かれていること。 学芸員の氏名、資格、職務内容及び
経歴を示す書類

 　　　ウ　(1)アの基本的運営方針に基づく博物館の運営に必要な職員が置かれているこ
と。

その他の職員の名簿及び職務分担
を示す書類 
組織図等の博物館運営を行う組織
の態様を示す書類

 五　施設及び設備が、第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都
道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(3)　施設及び設備

適

 　 　 ア　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を安定的
かつ継続的に行うことができる施設及び設備が整備されていること。

施設の概要及びパンフレット等 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の図面及び面積を示した書類 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の所有者が分かる書類 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の所有者が設置者でない場合
は、設置者が当該建物及び土地を
使用することができる権利を有し
ていることが分かる書類

・延床面積 
2,054 ㎡ 

・防災設備等 
火災報知設備等 
職員訓練実施等 

・バリアフリー対応 
スロープ 
車椅子対応駐車場 
車椅子対応エレベーター 
車椅子対応トイレ等

 　　　イ　防災及び防犯のために必要な施設及び設備を有していること。 防災及び防犯の観点から対応して
いる事項を示す書類

 　　　ウ　博物館の規模及び展示内容に応じ、利用者の安全及び利便性の確保のために必
要な配慮がなされていること。 

　　　エ　高齢者、障害者、妊娠中の者、日本語を理解できない者その他博物館の利用に
困難を有する者が博物館を円滑に利用するための配慮がなされていること。

多様な利用者に対する配慮の観点
から対応している事項を示す書類

 六　１年を通じて 150 日以上開館すること。 令和４年度開館日数 207 日 
令和５年度開館日数 151 日

適
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　博物館登録審査表（呉市立美術館） 
 

登録の審査 
 

博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）

審査の方法 
 

書面審査を実施するとともに、学識経験者（広島県立歴史博物館
学芸課長（学芸員資格有））及び生涯学習課職員が実地調査を行
い、現地で確認

適否

 第 13 条　都道府県の教育委員会は、登録の申請に係る博物館が次の各号のいずれにも該当
すると認めるときは、当該博物館の登録をしなければならない。 
一　当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又はロに掲げる法人のいずれかに該当する

こと。 
イ　地方公共団体又は地方独立行政法人 
ロ　次に掲げる要件のいずれにも該当する法人（略） 

⑴　博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること。 
⑵　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が博物館を運営するために必要な

知識又は経験を有すること。 
⑶　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が社会的信望を有すること。

 
 
 
 
呉市立美術館条例

適

 二　当該申請に係る博物館の設置者が、第 19 条第１項の規定により登録を取り消され、
その取消しの日から２年を経過しない者でないこと。

これまで博物館の登録の取消しは行われていない。
適

 三　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制が、
第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委員会
の定める基準（広島県教育委員会においては博物館登録等に関する要綱（令和５年４
月１日施行）の１に定める基準をいう。以下同じ。）に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(1)  博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制

適

 ア　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究の実施に
関する基本的運営方針を策定し当該方針を公表するとともに、当該方針に基づき、
相当の公益性をもって博物館を運営する体制を整備していること。

基本的運営方針を示した書類及び
当該方針の公表方法が分かる書類

・収蔵資料 
絵画（約 740）、彫塑（約 80）、工

芸（約 90）、書（約 10）、写真（約
420）の合計約 1,340 点である。 
・展示内容 
コレクション展及び特別展（令

和５年度計６回、令和６年度計５
回）を開催している。 
・調査研究 
研究報告等の実績がある。 

・学習機会 
学校連携事業、講座及び入門教

室等を開催している。 
・職員研修 
他団体主催研修等への職員参加

の実績がある。

 イ　アの基本的運営方針に基づく博物館資料の収集及び管理の方針を定め、当該方
針に基づき、博物館資料を体系的に収集する体制を整備していること。

博物館資料の収集及び管理の方針
を示した書類

 ウ　イに規定する博物館資料の収集及び管理の方針に基づき、所蔵する博物館資料
の目録を作成し、当該博物館資料を適切に管理し、及び活用する体制を整備して
いること。

博物館資料の目録 
蔵書の目録

 エ　一般公衆に対して、所蔵する博物館資料の展示を行い、又は特定の主題に基づ
き、所蔵する博物館資料若しくは借用した博物館資料による展示を行う体制を整
備していること。 

オ　単独で又は他の博物館若しくは法第３条第１項第 12 号に掲げる学術若しくは
文化に関する諸施設と共同で、博物館資料に関する調査研究を行い、その成果を
活用する体制を整備していること。 

カ　博物館資料を用いた学習機会の提供、利用者に対する博物館資料の説明その他
の教育活動を行う体制を整備していること。

展示、調査研究、学習機会の提供等
に関する申請年度の事業計画及び
前年度の実績を示す書類 
博物館の事業に関する申請年度の
収支計画及び前年度の実績を示す
書類

 キ　法第７条に規定する研修その他の研修に職員が参加する機会が確保されている
こと。

職員への研修に関する申請年度の
実施計画及び前年度の実績

3



 

 
登録の審査 

 
博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）

審査の方法 
 

書面審査を実施するとともに、学識経験者（広島県立歴史博物館
学芸課長（学芸員資格有））及び生涯学習課職員が実地調査を行
い、現地で確認

適否

 四　学芸員その他の職員の配置が、第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要な
ものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(2)　学芸員その他の職員の配置

適

    　 ア　(1)アの基本的運営方針に基づいて博物館の管理運営を行うことができる館長
が置かれていること。

館長の氏名、職務内容及び経歴を
示す書類

・組織体制 
館長１人 
副館長１人 
学芸員４人 
事務職員等４人

 　　　イ　学芸員が置かれていること。 学芸員の氏名、資格、職務内容及び
経歴を示す書類

 　　　ウ　(1)アの基本的運営方針に基づく博物館の運営に必要な職員が置かれているこ
と。

その他の職員の名簿及び職務分担
を示す書類 
組織図等の博物館運営を行う組織
の態様を示す書類

 五　施設及び設備が、第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都
道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(3)　施設及び設備

適

 　 　 ア　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を安定的
かつ継続的に行うことができる施設及び設備が整備されていること。

施設の概要及びパンフレット等 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の図面及び面積を示した書類 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の所有者が分かる書類 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の所有者が設置者でない場合
は、設置者が当該建物及び土地を
使用することができる権利を有し
ていることが分かる書類

・延床面積 
3,568 ㎡ 

・防災設備等 
火災報知設備等 
職員訓練実施等 

・バリアフリー対応 
スロープ 
車椅子対応駐車場 
車椅子対応エレベーター 
車椅子対応トイレ等

 　　　イ　防災及び防犯のために必要な施設及び設備を有していること。 防災及び防犯の観点から対応して
いる事項を示す書類

 　　　ウ　博物館の規模及び展示内容に応じ、利用者の安全及び利便性の確保のために必
要な配慮がなされていること。 

エ　高齢者、障害者、妊娠中の者、日本語を理解できない者その他博物館の利用に
困難を有する者が博物館を円滑に利用するための配慮がなされていること。

多様な利用者に対する配慮の観点
から対応している事項を示す書類

 六　１年を通じて 150 日以上開館すること。 令和４年度開館日数 284 日 
令和５年度開館日数 269 日

適
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博物館登録審査表（公益財団法人ウッドワン美術館） 
 

登録の審査 
 

博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）

審査の方法 
 

書面審査を実施するとともに、学識経験者（広島県立歴史博物館
学芸課長（学芸員資格有））及び生涯学習課職員が実地調査を行
い、現地で確認

適否

 第 13 条　都道府県の教育委員会は、登録の申請に係る博物館が次の各号のいずれにも該当
すると認めるときは、当該博物館の登録をしなければならない。 
一　当該申請に係る博物館の設置者が次のイ又はロに掲げる法人のいずれかに該当する

こと。 
イ　地方公共団体又は地方独立行政法人 
ロ　次に掲げる要件のいずれにも該当する法人（略）

 
 
 
 
 
設置者の法人登記事項証明書

適  ⑴　博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること。 設置者が民事再生法による再生手続又は会社更生法による更生手続開
始の決定を受けていないことを宣誓する書類

 ⑵　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が博物館を運営するために必要な
知識又は経験を有すること。

博物館の運営を担当する役員の経歴を示す書類 

 ⑶　当該申請に係る博物館の運営を担当する役員が社会的信望を有すること。 設置者が、自ら反社会的勢力に該当せず、及び反社会的勢力との関係が
ないこと等を宣誓する書類 
設置者が税金を滞納していないことを宣誓する書類

 二　当該申請に係る博物館の設置者が、第 19 条第１項の規定により登録を取り消され、
その取消しの日から２年を経過しない者でないこと。

これまで博物館の登録の取消しは行われていない。
適

 三　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制が、
第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都道府県の教育委員会
の定める基準（広島県教育委員会においては博物館登録等に関する要綱（令和５年４
月１日施行）の１に定める基準をいう。以下同じ。）に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(1)  博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を行う体制

適

 ア　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究の実施に
関する基本的運営方針を策定し当該方針を公表するとともに、当該方針に基づき、
相当の公益性をもって博物館を運営する体制を整備していること。

基本的運営方針を示した書類及び
当該方針の公表方法が分かる書類

・収蔵資料 
絵画(約 600)、西洋陶磁器(約

150)、ガラス作品(約 100)、薩摩焼
(約 70)、中国陶磁器(約 80)の合計
約 1,000 点である。 
・展示内容 
コレクション展及び特別展（令

和５年度計４回、令和６年度計３
回）を開催している。 
・調査研究 
講師派遣の実績がある。 

・学習機会 
学校受入及びワークショップ等

を開催している。 
・職員研修 
他団体主催研修等への職員参加

の実績がある。

  　 　 イ　アの基本的運営方針に基づく博物館資料の収集及び管理の方針を定め、当該方
針に基づき、博物館資料を体系的に収集する体制を整備していること。

博物館資料の収集及び管理の方針
を示した書類

 ウ　イに規定する博物館資料の収集及び管理の方針に基づき、所蔵する博物館資料
の目録を作成し、当該博物館資料を適切に管理し、及び活用する体制を整備して
いること。

博物館資料の目録 
蔵書の目録

 エ　一般公衆に対して、所蔵する博物館資料の展示を行い、又は特定の主題に基づ
き、所蔵する博物館資料若しくは借用した博物館資料による展示を行う体制を整
備していること。 

オ　単独で又は他の博物館若しくは法第３条第１項第 12 号に掲げる学術若しくは
文化に関する諸施設と共同で、博物館資料に関する調査研究を行い、その成果を
活用する体制を整備していること。 

カ　博物館資料を用いた学習機会の提供、利用者に対する博物館資料の説明その他
の教育活動を行う体制を整備していること。

展示、調査研究、学習機会の提供等
に関する申請年度の事業計画及び
前年度の実績を示す書類 
博物館の事業に関する申請年度の
収支計画及び前年度の実績を示す
書類

 キ　法第７条に規定する研修その他の研修に職員が参加する機会が確保されている
こと。

職員への研修に関する申請年度の
実施計画及び前年度の実績
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登録の審査 

 
博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）

審査の方法 
 

書面審査を実施するとともに、学識経験者（広島県立歴史博物館
学芸課長（学芸員資格有））及び生涯学習課職員が実地調査を行
い、現地で確認

適否

 四　学芸員その他の職員の配置が、第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要な
ものとして都道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(2)　学芸員その他の職員の配置

適

    　 ア　(1)アの基本的運営方針に基づいて博物館の管理運営を行うことができる館長
が置かれていること。

館長の氏名、職務内容及び経歴を
示す書類 

・組織体制 
館長（代表理事）１人 
事務局長１人 
学芸員３人 
事務職員等３人

 　　　イ　学芸員が置かれていること。 学芸員の氏名、資格、職務内容及び
経歴を示す書類

 　　　ウ　(1)アの基本的運営方針に基づく博物館の運営に必要な職員が置かれているこ
と。

その他の職員の名簿及び職務分担
を示す書類 
組織図等の博物館運営を行う組織
の態様を示す書類

 五　施設及び設備が、第３条第１項各号に掲げる事業を行うために必要なものとして都
道府県の教育委員会の定める基準に適合するものであること。 

博物館登録等に関する要綱 
１(3)　施設及び設備

適

 　 　 ア　博物館資料の収集、保管及び展示並びに博物館資料に関する調査研究を安定的
かつ継続的に行うことができる施設及び設備が整備されていること。 

 

施設の概要及びパンフレット等 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の図面及び面積を示した書類 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の所有者が分かる書類 
博物館の事業に用いる建物及び土
地の所有者が設置者でない場合
は、設置者が当該建物及び土地を
使用することができる権利を有し
ていることが分かる書類

・延床面積 
1,757 ㎡ 

・防災設備等 
火災報知設備等 
職員訓練実施等 

・バリアフリー対応 
スロープ 
車椅子対応駐車場 
車椅子対応エレベーター 
車椅子対応トイレ等

 　　　イ　防災及び防犯のために必要な施設及び設備を有していること。 防災及び防犯の観点から対応して
いる事項を示す書類

 　　　ウ　博物館の規模及び展示内容に応じ、利用者の安全及び利便性の確保のために必
要な配慮がなされていること。 

エ　高齢者、障害者、妊娠中の者、日本語を理解できない者その他博物館の利用に
困難を有する者が博物館を円滑に利用するための配慮がなされていること。

多様な利用者に対する配慮の観点
から対応している事項を示す書類

 六　１年を通じて 150 日以上開館すること。 令和４年度開館日数 230 日 
令和５年度開館日数 217 日

適
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博物館に相当する施設指定審査表（アートギャラリーミヤウチ） 

 
 

 
指定の審査 

 
博物館法施行規則（昭和 30 年文部省令第 24 号）

審査の方法 
 

書面審査を実施するとともに、学識経験者（広島県立歴史博物館
学芸課長（学芸員資格有））及び生涯学習課職員が実地調査を行
い、現地で確認

適否

 第 24 条　文部科学大臣又は都道府県若しくは指定都市の教育委員会は、前条第１項の指定
申請書の提出があったときは、申請に係る施設が、次の各号に掲げる要件を備えている
かどうかを審査するものとする。 
一　当該施設の設置者が、その設置する博物館について法第 19 条第１項の規定により登
録を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者でなく、かつ、その設置す
る施設について法第 31 条第２項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から
２年を経過しない者でないこと。

 
 
 
これまで博物館の登録及び指定施設の指定の取消しは行われていない。 適

 二　当該施設における資料の収集、保管及び展示並びに資料に関する調査研究を行う体
制が、当該施設が博物館の事業に類する事業を行うために必要なものとして文部科学
大臣又は都道府県若しくは指定都市の教育委員会の定める基準（広島県教育委員会に
おいては博物館登録等に関する要綱（令和５年４月１日施行）の４に定める基準をい
う。以下同じ。）に適合すること。 

博物館登録等に関する要綱 
４(1)  資料の収集、保管及び展示並びに資料に関する調査研究を行う体制

適

 ア　資料の収集、保管及び展示並びに資料に関する調査研究の実施に関する基本的
運営方針を策定し当該方針を公表するとともに、当該方針に基づき、相当の公益
性をもって指定施設を運営する体制を整備していること。

基本的運営方針を示した書類及び
当該方針の公表方法が分かる書類

・収蔵資料 
絵画(約 460)、その他(約 130)の

合計約 590 点である。 
・展示内容 
コレクション展及び企画展（令

和５年度計８回、令和６年度計７
回）を開催している。 
・調査研究 
大学連携等の実績がある。 

・学習機会 
ワークショップ及び講演会等を

開催している。 
・職員研修 
他団体主催研修等への職員参加

の実績がある。

 イ　アの基本的運営方針に基づく資料の収集及び管理の方針を定め、当該方針に基
づき、資料を体系的に収集する体制を整備していること。

資料の収集及び管理の方針を示し
た書類

 ウ　イに規定する資料の収集及び管理の方針に基づき、所蔵する資料の目録を作成
し、当該資料を適切に管理し、及び活用する体制を整備していること。

資料の目録 
蔵書の目録

 エ　一般公衆に対して、所蔵する資料の展示を行い、又は特定の主題に基づき、所
蔵する資料若しくは借用した資料による展示を行う体制を整備していること。 

オ　単独で又は他の博物館若しくは法第３条第１項第 12 号に掲げる学術若しくは
文化に関する諸施設と共同で、資料に関する調査研究を行い、その成果を活用す
る体制を整備していること。 

カ　資料を用いた学習機会の提供、利用者に対する資料の説明その他の教育活動を
行う体制を整備していること。

展示、調査研究、学習機会の提供等
に関する申請年度の事業計画及び
前年度の実績を示す書類 
指定施設の事業に関する申請年度
の収支計画及び前年度の実績を示
す書類

 キ　法第７条に規定する研修その他の研修に職員が参加する機会が確保されている
こと。

職員への研修に関する申請年度の
実施計画及び前年度の実績
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指定の審査 

 
博物館法施行規則（昭和 30 年文部省令第 24 号）

審査の方法 
 

書面審査を実施するとともに、学識経験者（広島県立歴史博物館
学芸課長（学芸員資格有））及び生涯学習課職員が実地調査を行
い、現地で確認

適否

 三　当該施設における職員の配置が、当該施設が博物館の事業に類する事業を行うため
に必要なものとして文部科学大臣又は都道府県若しくは指定都市の教育委員会の定め
る基準に適合すること。 

博物館登録等に関する要綱 
４(2)　職員の配置

適

    　 ア　(1)アの基本的運営方針に基づいて指定施設の管理運営を行うことができる館
長が置かれていること。

館長の氏名、職務内容及び経歴を
示す書類

・組織体制 
代表理事１人（兼任） 
事務局長１人（兼任） 
学芸員２人 
事務職員等２人（兼任）

 　　　イ　学芸員に相当する職員が置かれていること。 学芸員又は学芸員に相当する職員
の氏名、資格、職務内容及び経歴を
示す書類

 　　　ウ　(1)アの基本的運営方針に基づく指定施設の運営に必要な職員が置かれている
こと。

その他の職員の名簿及び職務分担
を示す書類 
組織図等の指定施設の運営を行う
組織の態様を示す書類

 四　当該施設の施設及び設備が、当該施設が博物館の事業に類する事業を行うために必
要なものとして文部科学大臣又は都道府県若しくは指定都市の教育委員会の定める基
準に適合すること。 

博物館登録等に関する要綱 
４(3)　施設及び設備

適

 　 　 ア　資料の収集、保管及び展示並びに資料に関する調査研究を安定的かつ継続的に
行うことができる施設及び設備が整備されていること。 

 

施設の概要及びパンフレット等 
指定施設の事業に用いる建物及び
土地の図面及び面積を示した書類 
指定施設の事業に用いる建物及び
土地の所有者が分かる書類 
指定施設の事業に用いる建物及び
土地の所有者が設置者でない場合
は、設置者が当該建物及び土地を
使用することができる権利を有し
ていることが分かる書類

・延床面積 
503 ㎡ 

・防災設備等 
消火器等 
職員訓練実施等 

・バリアフリー対応 
スロープ 
車椅子対応駐車場 
車椅子対応エレベーター 
車椅子対応トイレ等

 　　　イ　防災及び防犯のために必要な施設及び設備を有していること。 防災及び防犯の観点から対応して
いる事項を示す書類

 　　　ウ　指定施設の規模及び展示内容に応じ、利用者の安全及び利便性の確保のために
必要な配慮がなされていること。 

エ　高齢者、障害者、妊娠中の者、日本語を理解できない者その他指定施設の利用
に困難を有する者が指定施設を円滑に利用するための配慮がなされていること。

多様な利用者に対する配慮の観点
から対応している事項を示す書類

 五　一般公衆の利用のために当該施設及び設備を公開すること。 施設及び設備は公開されている。 適

 六　１年を通じて 100 日以上開館すること。 令和４年度開館日数 161 日 
令和５年度開館日数 229 日

適
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名　　称

所 在 地

設 置 者

目　　的

沿　　革

延床面積 ： 2,054㎡

組織体制
館長
学芸員
事務職員等

１人
６人
２人

収蔵資料

展示内容

入 館 料

入館者数

開館時間

休 館 日

開館日数

海の見える杜美術館の概要

海の見える杜美術館

廿日市市大野亀ヶ岡10700番地

宗教法人平等大慧会
（広島市東区牛田東一丁目４番17号）

宗教法人平等大慧会の教義に基づき、社会の善導、教化育成の為、また慈善事業の
目的の為、芸術・歴史等に関する資料を収集し、保管し、展示して一般大衆の利用に
供し、あわせてこれらに関する調査・研究等を行い、もって利用者の社会教育、学術及
び文化の発展に寄与するため。

昭和56年11月　王舍城美術寳物館として開館
昭和58年 ３月　博物館登録（旧制度）
平成17年 ９月　海の見える杜美術館に名称変更

日本画(約950)、浮世絵(約2,400)、物語絵（約50）、書跡（約60）、中国版画(約3,000)、
香水瓶(約1,000)、その他(40)　合計約7,500点

常設展及び企画展（令和５年は計２回、令和６年は計４回開催）

一般　　　　　　　1,000円（800円）
大学生・高校生   500円（300円）
（（　）内は団体料金）

4,312人（令和５年度）

10：00～17：00（入館は16：30まで）

毎週月曜日（休日の場合はその翌日）、12月～翌年３月（冬期休館）

151日（令和５年度）

施設規模
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名　　称

所 在 地

設 置 者

目　　的

沿　　革

延床面積 ： 3,568㎡

組織体制

館長
副館長
学芸員
事務職員等

１人
１人
４人
４人

収蔵資料

展示内容

入 館 料

入館者数

開館時間

休 館 日

開館日数

呉市立美術館の概要

呉市立美術館

呉市幸町４番９号入船山公園内

呉市
（呉市中央四丁目１番６号）

美術に関する市民の知識及び教養の向上を図り、文化の発展に資するため。

昭和57年８月　開館
昭和58年７月　博物館登録（旧制度）
平成 ５年４月　別館開館
平成27年４月　公益財団法人呉市文化振興財団による指定管理開始

絵画（約740）、彫塑（約80）、工芸（約90）、書（約10）、写真（約420）
合計約1,340点

コレクション展及び特別展（令和５年度は計６回、令和６年度は計５回開催）

一般　　　　　　　　300円（240円）
高校生  　　　　　 180円（140円）
中学生・小学生　120円（  90円）
（コレクション展観覧料。（　）内は団体料金）

42,605人（令和５年度）

10：00～17：00（入館は16：30まで）

毎週火曜日（休日の場合はその翌日）、年末年始

269日（令和５年度）

施設規模

10



名　　称

所 在 地

設 置 者

目　　的

沿　　革

延床面積 ： 1,757㎡

組織体制

館長（代表理事）
事務局長　　　　　　
学芸員                
事務職員等　　　　

１人
１人
３人
３人

収蔵資料

展示内容

入 館 料

入館者数

開館時間

休 館 日

開館日数

公益財団法人ウッドワン美術館の概要

公益財団法人ウッドワン美術館

廿日市市吉和4278番地

公益財団法人ウッドワン美術館
（廿日市市吉和字熊崎竹ノ鼻4300番地）

美術品の収集・保管・展示を行うとともに、美術に関する教育普及活動を推進し、あわ
せて美術文化の交流・発展を目指した諸事業を展開し、もって地域の文化の発展に寄
与するため。

平成 ８年９月　住建美術館として開館
平成 ９年９月　博物館登録（旧制度）
平成13年７月　新館開館
平成14年７月　ウッドワン美術館に名称変更

絵画(約600)、西洋陶磁器(約150)、ガラス作品(約100)、薩摩焼(約70)
中国陶磁器(約80)　合計約1,000点

コレクション展及び特別展（令和５年度は計４回、令和６年度は計３回開催）

一般　　　　　　　1,200円（1,050円）
大学生・高校生   600円  （500円）
（コレクション展観覧料。（　）内は団体料金）

11,742人（令和５年度）

10：00～17：00（入館は16：30まで）

毎週月曜日（休日の場合は開館）、12月～翌年３月（冬期休館）

217日（令和５年度）

施設規模
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名　　称

所 在 地

設 置 者

目　　的

沿　　革

延床面積 ： 503㎡

組織体制

代表理事
事務局長
学芸員
事務職員等

１人（兼任）
１人（兼任）
２人
２人（兼任）

収蔵資料

展示内容

入 館 料

入館者数

開館時間

休 館 日

開館日数

アートギャラリーミヤウチの概要

アートギャラリーミヤウチ

廿日市市宮内4347番地２

公益財団法人みやうち芸術文化振興財団
（廿日市市宮内4347番地２）

より豊かで充足した生活環境を創造することを願い、芸術文化の振興に資する事業を
行うことによって、活力ある芸術創造と地域社会の発展に寄与するため。

平成25年９月　開館
令和 ２年７月　博物館相当施設指定（旧制度）

絵画(約460)、その他(約130)　合計約590点

コレクション展及び企画展（令和５年度は計８回、令和６年度は計７回開催）

一般　200円（100円）
（コレクション展観覧料。（　）内は大学生及び団体料金）

2,370人（令和５年度）

10：00～17：00（入館は16：30まで）

毎週火曜日及び水曜日、年末年始

229日（令和５年度）

施設規模
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令和７年３月14日現在

設置者 名称 所在地

1 宗教法人厳島神社 厳島神社宝物館 廿日市市宮島町１番地１ 昭和27年９月20日登録

2 宗教法人耕三寺 耕三寺博物館 尾道市瀬戸田町瀬戸田553番地の2 昭和27年９月20日登録

3 福山市 福山市立福山城博物館 福山市丸の内一丁目8 昭和42年９月28日登録

4 広島県 広島県立美術館 広島市中区上幟町２番22号 昭和43年４月１日登録 令和６年３月22日再登録

5 尾道市 尾道市立美術館 尾道市西土堂町17番19号 昭和55年２月28日登録

6 宗教法人平等大慧会 海の見える杜美術館 廿日市市大野亀ヶ岡10700番地 昭和58年３月17日登録 令和７年３月　日再登録

7 呉市 呉市立美術館 呉市幸町４番９号入船山公園内 昭和58年７月22日登録 令和７年３月　日再登録

8 広島県 広島県立歴史博物館 福山市西町二丁目４番１号 平成３年２月８日登録 令和６年３月22日再登録

9 (公財)しぶや美術館 しぶや美術館 福山市本町8番27号 平成６年２月17日登録

10 (公財)能宗文化財団 福山自動車時計博物館 福山市北吉津町三丁目1番22号 平成６年５月13日登録

11 広島県 広島県立歴史民俗資料館 三次市小田幸町122番地 平成７年２月24日登録 令和６年３月22日再登録

12 (公財)ウッドワン美術館 公益財団法人ウッドワン美術館 廿日市市吉和4278番地 平成９年９月12日登録 令和７年３月　日再登録

13 尾道市 平山郁夫美術館 尾道市瀬戸田町沢200番地2 平成10年10月15日登録

14 福山市 ふくやま美術館 福山市西町二丁目4番3号 平成11年３月12日登録

15 福山市 福山市しんいち歴史民俗博物館 福山市新市町新市916番地 平成11年５月14日登録

16 庄原市 庄原市立比和自然科学博物館 庄原市比和町比和1119番地１ 平成17年１月14日登録

17 安芸高田市 安芸高田市歴史民俗博物館 安芸高田市吉田町吉田278番地１ 平成17年９月９日登録

18 庄原市 庄原市帝釈峡博物展示施設時悠館 庄原市東城町帝釈未渡1909番地 平成17年９月９日登録

19 広島県 頼山陽史跡資料館（広島県立歴史博物館分館） 広島市中区袋町５番15号 平成31年１月31日登録 令和６年３月22日再登録

20 (公財)仙石庭園 仙石庭園庭石ミュージアム 東広島市高屋町高屋堀1589番地７ 令和２年12月23日登録

21 東広島市 東広島市立美術館 東広島市西条栄町９番１号 令和５年１月13日登録

22 (一財)下瀬美術館 下瀬美術館 広島県大竹市晴海２丁目10番50号 令和５年７月14日登録 （法改正後の新登録）

23 熊野町 筆の里工房 安芸郡熊野町中溝五丁目17番1号 令和５年10月13日登録 法改正後の新登録
平成27年１月30日～指定施設

令和７年３月14日現在

設置者 名称 所在地

1 廿日市市 宮島水族館 廿日市市宮島町10番3 昭和35年３月28日指定

2 福山市 福山市立動物園 福山市芦田町大字福田276番地の１ 平成23年12月５日指定

3 (公財)みやうち芸術文化振興財団 アートギャラリーミヤウチ 廿日市市宮内4347番地２ 令和２年７月10日指定 令和７年３月　日確認

令和７年３月14日現在

登録博物館の設置者 登録博物館の名称 登録博物館の所在地

1 (公財)ひろしま美術館 ひろしま美術館 広島市中区基町3番2号 昭和53年10月４日登録

2 広島市 広島市こども文化科学館 広島市中区基町５番83号 昭和55年５月13日登録 令和７年１月28日再登録

3 広島市 広島市郷土資料館 広島市南区宇品御幸二丁目６番20号 昭和61年２月18日登録 令和７年１月28日再登録

4 広島市 広島市交通科学館 広島市安佐南区長楽寺二丁目12番２号 平成７年２月24日登録 令和７年１月28日再登録

5 (公財)泉美術館 泉美術館 広島市西区商工ｾﾝﾀｰ二丁目3番1号 平成９年10月23日登録

6 広島市 広島市江波山気象館 広島市中区江波南一丁目40番1号 平成19年６月８日登録

指定施設の設置者 指定施設の名称 指定施設の所在地

1 広島市 広島市安佐動物公園 広島市安佐北区安佐町動物園 昭和47年４月10日指定

2 国立大学法人広島大学 広島大学総合博物館 東広島市鏡山１丁目１番１号 平成30年２月14日指定

3 広島市 広島城 広島市中区基町21番1号 令和３年11月24日指定

4 広島市 広島市現代美術館 広島市南区比治山公園1番1号 令和３年11月24日指定

5 公立大学法人広島市立大学 広島市立大学芸術資料館 広島市安佐南区大塚東三丁目4番1号 令和４年11月11日指定

登録博物館一覧

備考

指定施設一覧

備考

（参考）国又は広島市が所管する登録博物館及び指定施設一覧

備考

備考
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文化庁資料から引用

令和５年４月　博物館法改正のポイント 

 
改正博物館法の見直し内容 

 【旧制度】　～R5.3.31 【新制度】　R5.4.1～

 【登録博物館】 
対象：地方公共団体 

一般社団法人もしくは一般財団法人 
宗教法人等政令で定める者 
 

審査：外形的な基準に基づき審査 
法律上の目的を達成するために必要な 
①博物館資料があること 
②学芸員その他の職員を有すること 
③建物及び土地があること 
④一年を通じて 150 日以上開館すること

【新たな登録博物館】 
対象：設置者による要件を撤廃 
（国・独法以外の設置者はすべて対象に） 
 
 
審査：活動内容の質等について実質的に審査 

・設置者の経済的基礎・社会的信望 
・資料の収集・保管・展示、調査研究の体制※ 
・学芸員等の職員の配置※ 
・事業を行うにふさわしい施設や設備※ 
・一年を通じて 150 日以上開館すること 
（※は、省令を参酌し各都道府県が基準を設定）

 【博物館相当施設】 
審査：外形的な基準に基づき審査 
対象：設置者による限定なし

【指定施設】 
審査：登録博物館の審査基準を踏まえ規定 
対象：設置者による限定なし

 
【登録博物館】 

 
都道府県教委又は指定都市教委の登録審査を受けた館

【指定施設】 
 

国・都道府県教委・指定都市教委が、登録館に類する事業を行う施設
として指定した館

 

登録要件 
(設置主体)

地方公共団体 
一般（公益）社団・財団法人、宗教法人 等 

＋ 
地方独立行政法人や会社等の民間の法人に対象を拡大

 
制限なし 

↓ 
引き続き制限なし

 

登録要件 
(その他)

館長・学芸員の必置 
年間 150 日以上の開館 等 

＋ 
博物館としての活動も考慮

学芸員相当職員の必置 
年間 100 日以上の開館 等 

↓ 
登録要件の改正踏まえ検討 

（省令・教育委員会規程での規定）

 

メリット

○固定資産税や事業所税等の非課税措置等の税制上の優遇が適用 
○特別交付税の申請が可能 
○登録美術品制度に基づく美術品の公開が可能 
○美術品補償制度の利用が可能 
○希少野生動物種の個体の譲渡し等が可能                  等

（措置無し） 
（措置無し） 
○登録美術品制度に基づく美術品の公開が可能 
○美術品補償制度の利用が可能 
○希少野生動物種の個体の譲渡し等が可能                  等

学校法人、株式
会社、社会福祉
法人等は対象外

活動の質や公益
性を担保し、向
上を促すことが
できていない

設置主体の多様化への対応

博物館運営の改善・向上への寄与
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